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平成 16年度特別会計予算総則第 14条に基づく経費増額総調書

第 163 回 国 会 提 出 分

期 間 経 費 増 額 総 額（千円）

自 平 成 16 年 8 月 3 日
至 平 成 17 年 3 月 29 日 196,312,432

所管別、特別会計別、事項別経費増額内訳

所 管 特 別 会 計
経 費 増 額 内 訳

事 項 金 額（千円）

内閣府、総務省及び
財務省

交付税及び譲与税配付金

交付税及び譲与税配付金
勘定

地方譲与税譲与金に必要な経費の増額 23,277,726

財務省及び国土交通
省

特 定 国 有 財 産 整 備 国債整理基金特別会計へ繰入れに必要な経費の増額 118,420,642

農 林 水 産 省 国 有 林 野 事 業

治 山 勘 定 沖縄北部特別振興対策に係る治山事業の推進に必要

な経費の増額

100,000

道州制北海道モデルにおける治山事業の推進に必要

な経費の増額

207,000

治山事業の推進に必要な経費の増額 736,700

直轄治山施設災害復旧事業等工事諸費に必要な経費

の増額

20,674

計 1,064,374
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所 管 特 別 会 計
経 費 増 額 内 訳

事 項 金 額（千円）

国 営 土 地 改 良 事 業 沖縄北部特別振興対策に係る土地改良調査計画を策

定するために必要な経費の増額

12,510

国営かんがい排水事業の推進に必要な経費の増額 304,850

計 317,360

国 土 交 通 省 道 路 整 備 沖縄北部特別振興対策に係る道路事業の推進に必要

な経費の増額

824,680

道州制北海道モデルにおける道路事業の推進に必要

な経費の増額

3,781,500

道路事業の調整等に必要な経費の増額 24,298,545

産業投資特別会計へ繰入れに必要な経費の増額 602,026

計 29,506,751

治 水

治 水 勘 定 道州制北海道モデルにおける河川事業の推進に必要

な経費の増額

2,370,500

河川事業の調整等に必要な経費の増額 15,829,680

直轄河川等災害復旧事業等工事諸費に必要な経費の

増額

165,809

計 18,365,989

港 湾 整 備

港 湾 整 備 勘 定 沖縄北部特別振興対策に係る港湾整備事業の推進に

必要な経費の増額

442,800
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所 管 特 別 会 計
経 費 増 額 内 訳

事 項 金 額（千円）

道州制北海道モデルにおける港湾整備事業の推進に

必要な経費の増額

15,000

港湾整備事業の調整等に必要な経費の増額 841,440

計 1,299,240

空 港 整 備 空港整備事業の調整等に必要な経費の増額 4,060,350

合 計 196,312,432

上記増額に係る各特別会計の項は、各省各庁所管経費増額調書に記載したとおりであり、参考のため調書には目までを記載している。
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平成 16年度特別会計予算総則第 14条に基づく各省各庁所管経費増額調書

所 管 特 別 会 計 事 項 項 目 増加額（千円） 説 明 増 額 決 定

内閣府、総
務省及び財
務省

90010 交付税及び譲
与税配付金

90011 交付税及び
譲与税配付
金勘定

地方譲与税譲与
金に必要な経費
の増額

02 地方譲与税譲与
金

23,277,726 平成 16年度における地方道路税、石油ガ
ス税、航空機燃料税、自動車重量税及び特

別とん税の収入金額が予算額に比して増加

するため、地方道路譲与税譲与金、石油ガ

ス譲与税譲与金、航空機燃料譲与税譲与

金、自動車重量譲与税譲与金及び特別とん

譲与税譲与金を増額

平成17年 3 月29日
閣 議 決 定

305―16 地方道路譲与税
譲与金

17,743,125

305―16 石油ガス譲与税
譲与金

828,129

305―16 航空機燃料譲与
税譲与金

909,526

305―16 自動車重量譲与
税譲与金

3,700,965

305―16 特別とん譲与税
譲与金

95,981

財務省及び
国土交通省

90040 特定国有財産
整備

国債整理基金特
別会計へ繰入れ
に必要な経費の
増額

03 国債整理基金特
別会計へ繰入

国有財産処分収入が予算額に比して増加す

るため、その増加額を国債整理基金特別会

計への繰入れに必要な経費に充てるため、

当該経費を増額

平成17年 3 月15日
閣 議 決 定

306―22 国債整理基金特
別会計へ繰入

118,420,642

9



所 管 特 別 会 計 事 項 項 目 増加額（千円） 説 明 増 額 決 定

農林水産省 13060 国有林野事業

13062 治 山 勘 定 沖縄北部特別振
興対策に係る治
山事業の推進に
必要な経費の増
額

30 沖縄北部特別振
興対策特定開発
事業推進費

沖縄県北部地域の振興事業を着実に進める

ために実施する「沖縄振興特別措置法」に基

づく沖縄振興計画に関する治山事業の推進

を図るため、一般会計からの受入れが予算

額に比して増加することに伴い、当該事業

に要する経費を増額

平成16年 8 月 3 日
閣 議 決 定

825―00 共生保安林整備
事業費補助

100,000

道州制北海道モ
デルにおける治
山事業の推進に
必要な経費の増
額

31 道州制北海道モ
デル事業推進費

207,000 道州制導入の検討に資する道州制北海道モ
デルにおける治山事業の推進を図るため、

一般会計からの受入れが予算額に比して増

加することに伴い、当該事業に要する経費

を増額

平成16年 8 月31日
閣 議 決 定

155,000825―00 治山事業費補助

52,000825―00 水土保全林整備
治山事業費補助

治山事業の推進
に必要な経費の
増額 32 社会資本整備事

業調整費

736,700 森林整備保全事業計画の推進のため政策評
価の結果及び地方からの提案を受けて実施

する治山事業の推進及び「自然公園法」等に

基づく地域又は区域において実施する良好

な景観形成に係る治山事業の推進を図るた

め、一般会計からの受入れが予算額に比し

て増加することに伴い、当該事業に要する

経費を増額

平成16年10月 8 日
閣 議 決 定

100,000204―00 国有林野内直轄
治山事業費

33 景観形成事業推
進費

636,700204―00 国有林野内直轄
治山事業費
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所 管 特 別 会 計 事 項 項 目 増加額（千円） 説 明 増 額 決 定

直轄治山施設災
害復旧事業等工
事諸費に必要な
経費の増額

05 治山事業工事諸
費

20,674 平成 16年に発生した 7月 8日から同月 21
日までの間の豪雨等によって災害を受けた

治山施設等について、治山施設の復旧事業

及び治山等災害関連緊急事業を施行するこ

とにより、一般会計からの受入れが予算額

に比して増加することに伴い、治山事業工

事諸費に要する経費を増額

平成16年11月26日
閣 議 決 定

7,523202―08 日 額 旅 費

13,151203―09 工 事 雑 費

計 1,064,374

13070 国営土地改良
事業

沖縄北部特別振
興対策に係る土
地改良調査計画
を策定するため
に必要な経費の
増額

15 沖縄北部特別振
興対策特定開発
事業推進費

沖縄県北部地域の振興事業を着実に進める

ために実施する「沖縄振興特別措置法」に基

づく沖縄振興計画に関する土地改良調査計

画を策定するため、一般会計からの受入れ

が予算額に比して増加することに伴い、当

該調査に要する経費を増額

平成16年 8 月 3 日
閣 議 決 定

204―00 土地改良調査計
画費

12,510

国営かんがい排
水事業の推進に
必要な経費の増
額

16 社会資本整備事
業調整費

土地改良長期計画の推進のため政策評価の

結果及び地方からの提案を受けて実施する

国営かんがい排水事業の推進を図るため、

一般会計からの受入れが予算額に比して増

加することに伴い、当該事業に要する経費

を増額

平成16年10月 8 日
閣 議 決 定

204―00 国営かんがい排
水事業費

304,850

計 317,360

国土交通省 15020 道 路 整 備 沖縄北部特別振
興対策に係る道
路事業の推進に
必要な経費の増
額

34 沖縄北部特別振
興対策特定開発
事業推進費

824,680 沖縄県北部地域の振興事業を着実に進める
ために実施する「沖縄振興特別措置法」に基

づく沖縄振興計画に関する道路事業の推進

を図るため、一般会計からの受入れが予算

額に比して増加することに伴い、当該事業

に要する経費を増額

平成16年 8 月 3 日
閣 議 決 定

825―00 交通円滑化事業
費補助

225,000

825―00 地域連携推進事
業費補助

599,680
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所 管 特 別 会 計 事 項 項 目 増加額（千円） 説 明 増 額 決 定

道州制北海道モ
デルにおける道
路事業の推進に
必要な経費の増
額

69 道州制北海道モ
デル事業推進費

3,781,500 道州制導入の検討に資する道州制北海道モ
デルにおける道路事業の推進を図るため、

一般会計からの受入れが予算額に比して増

加することに伴い、当該事業に要する経費

を増額

平成16年 8 月31日
閣 議 決 定

825―00 地域連携推進事
業費補助

3,472,000

825―00 交通安全施設等
整備事業費補助

309,500

道路事業の調整
等に必要な経費
の増額

24,298,545 都市再生プロジェクト及びこれに関連する
道路事業の推進、社会資本整備重点計画の

推進のため政策評価の結果及び地方からの

提案を受けて実施する道路事業の推進、国

土の利用、開発及び保全のための社会資本

整備に係る道路事業について他事業との間

の調整、「屋外広告物法」等に基づく地域又

は区域において実施する良好な景観形成に

係る道路事業の推進及び「北海道開発法」に

基づく北海道総合開発計画に関する道路事

業の推進を図るため、一般会計からの受入

れ等が予算額に比して増加することに伴

い、当該事業に要する経費を増額

平成16年10月 8 日
閣 議 決 定

58 都市再生プロ
ジェクト事業推
進費

4,539,500

204―00 交通円滑化事業
費

800,000

204―00 地域連携推進事
業費

1,137,500

825―00 交通円滑化事業
費補助

948,000

825―00 地域連携推進事
業費補助

120,500

204―00 交通連携推進事
業費

400,000

825―00 交通連携推進事
業費補助

905,000

825―00 沿道環境改善事
業費補助

228,500

70 社会資本整備事
業調整費

5,653,865
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所 管 特 別 会 計 事 項 項 目 増加額（千円） 説 明 増 額 決 定

204―00 交通円滑化事業
費

1,720,000

204―00 地域連携推進事
業費

2,720,000

204―00 直轄道路維持修
繕費

150,000

825―00 交通円滑化事業
費補助

622,165

825―00 地域連携推進事
業費補助

191,700

204―00 交通連携推進事
業費

120,000

825―00 交通連携推進事
業費補助

55,000

825―00 沿道環境改善事
業費補助

75,000

71 景観形成事業推
進費

11,165,180

204―00 交通円滑化事業
費

487,000

204―00 地域連携推進事
業費

4,914,000

204―00 直轄道路維持修
繕費

1,362,000

825―00 交通円滑化事業
費補助

2,063,250
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所 管 特 別 会 計 事 項 項 目 増加額（千円） 説 明 増 額 決 定

825―00 地域連携推進事
業費補助

279,880

204―00 雪寒地域道路事
業費

580,000

204―00 交通連携推進事
業費

120,000

825―00 交通連携推進事
業費補助

49,850

204―00 沿道環境改善事
業費

150,000

204―00 交通安全施設等
整備事業費

995,000

825―00 交通安全施設等
整備事業費補助

123,200

825―00 電線共同溝整備
事業費補助

36,000

825―00 市街地環境改善
事業費補助

5,000

41 北海道特定特別
総合開発事業推
進費

2,940,000

204―00 交通円滑化事業
費

700,000

204―00 地域連携推進事
業費

2,240,000
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所 管 特 別 会 計 事 項 項 目 増加額（千円） 説 明 増 額 決 定

産業投資特別会
計へ繰入れに必
要な経費の増額

28 産業投資特別会
計へ繰入

「日本電信電話株式会社の株式の売払収入

の活用による社会資本の整備の促進に関す

る特別措置法」第 2条第 1項第 1号に該当
する道路事業に要する資金として貸し付け

た無利子の貸付金の償還による収入が予算

額に比して増加するため、「道路整備特別

会計法」附則第 20項の規定による産業投資
特別会計への繰入れに要する経費を増額

平成17年 3 月29日
閣 議 決 定

956―22 産業投資特別会
計へ繰入

602,026

計 29,506,751

15030 治 水

15031 治 水 勘 定 道州制北海道モ
デルにおける河
川事業の推進に
必要な経費の増
額

64 道州制北海道モ
デル事業推進費

2,370,500 道州制導入の検討に資する道州制北海道モ
デルにおける河川事業の推進を図るため、

一般会計からの受入れが予算額に比して増

加することに伴い、当該事業に要する経費

を増額

平成16年 8 月31日
閣 議 決 定

825―00 河川改修費補助 826,500

825―00 都市河川改修費
補助

94,000

825―00 統合河川整備事
業費補助

923,000

825―00 河川修繕費補助 527,000
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所 管 特 別 会 計 事 項 項 目 増加額（千円） 説 明 増 額 決 定

河川事業の調整
等に必要な経費
の増額

15,829,680 都市再生プロジェクト及びこれに関連する
河川事業の推進、社会資本整備重点計画の

推進のため政策評価の結果及び地方からの

提案を受けて実施する河川事業の推進、国

土の利用、開発及び保全のための社会資本

整備に係る河川事業について他事業との間

の調整並びに「屋外広告物法」等に基づく地

域又は区域において実施する良好な景観形

成に係る河川事業及び砂防事業の推進を図

るため、一般会計からの受入れ等が予算額

に比して増加することに伴い、当該事業に

要する経費を増額

平成16年10月 8 日
閣 議 決 定

53 都市再生プロ
ジェクト事業推
進費

2,233,980

204―00 直轄河川改修費 1,346,980

825―00 河川改修費補助 20,000

825―00 都市河川改修費
補助

852,000

825―00 河川環境整備事
業費補助

15,000

68 社会資本整備事
業調整費

4,667,500

204―00 直轄河川改修費 3,011,000

204―00 直轄河川災害復
旧等関連緊急事
業費

1,240,000

825―00 河川改修費補助 272,500

825―00 統合河川整備事
業費補助

144,000

69 景観形成事業推
進費

8,928,200

204―00 直轄河川改修費 6,702,600

204―00 直轄河川維持修
繕費

607,000

825―00 河川改修費補助 165,500

825―00 都市河川改修費
補助

480,600
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825―00 統合河川整備事
業費補助

100,000

204―00 直轄ダム施設改
良事業費

90,000

204―00 直轄砂防事業費 512,500

204―00 直轄河川環境整
備事業費

270,000

直轄河川等災害
復旧事業等工事
諸費に必要な経
費の増額

14 治水事業工事諸
費

165,809 平成 16年に発生した 7月 8日から同月 21
日までの間の豪雨等によって災害を受けた

河川施設等について、河川施設の復旧事業

及び河川等災害関連緊急事業を施行するこ

とにより、一般会計からの受入れが予算額

に比して増加することに伴い、治水事業工

事諸費に要する経費を増額

平成16年11月26日
閣 議 決 定

201―04 超過勤務手当 59,018

202―08 日 額 旅 費 12,501

203―09 工 事 雑 費 94,290

計 18,365,989

15040 港 湾 整 備

15041 港湾整備勘
定

沖縄北部特別振
興対策に係る港
湾整備事業の推
進に必要な経費
の増額

28 沖縄北部特別振
興対策特定開発
事業推進費

沖縄県北部地域の振興事業を着実に進める

ために実施する「沖縄振興特別措置法」に基

づく沖縄振興計画に関する港湾整備事業の

推進を図るため、一般会計からの受入れが

予算額に比して増加することに伴い、当該

事業に要する経費を増額

平成16年 8 月 3 日
閣 議 決 定

825―00 港湾改修費補助 442,800

道州制北海道モ
デルにおける港
湾整備事業の推
進に必要な経費
の増額

42 道州制北海道モ
デル事業推進費

道州制導入の検討に資する道州制北海道モ

デルにおける港湾整備事業の推進を図るた

め、一般会計からの受入れが予算額に比し

て増加することに伴い、当該事業に要する

経費を増額

平成16年 8 月31日
閣 議 決 定

825―00 港湾改修費補助 15,000
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港湾整備事業の
調整等に必要な
経費の増額

841,440 社会資本整備重点計画の推進のため政策評
価の結果及び地方からの提案を受けて実施

する港湾整備事業の推進、国土の利用、開

発及び保全のための社会資本整備に係る港

湾整備事業について他事業との間の調整及

び「屋外広告物法」に基づく地域又は区域に

おいて実施する良好な景観形成に係る港湾

整備事業の推進を図るため、一般会計から

の受入れ等が予算額に比して増加すること

に伴い、当該事業に要する経費を増額

平成16年10月 8 日
閣 議 決 定

43 社会資本整備事
業調整費

740,000

204―00 直轄港湾改修費 640,000

825―00 港湾改修費補助 100,000

44 景観形成事業推
進費

101,440

825―00 港湾改修費補助 86,440

825―00 港湾環境整備事
業費補助

15,000

計 1,299,240

15070 空 港 整 備 空港整備事業の
調整等に必要な
経費の増額

4,060,350 都市再生プロジェクト及びこれに関連する
空港整備事業の推進及び国土の利用、開発

及び保全のための社会資本整備に係る空港

整備事業について他事業との間の調整を図

るため、一般会計からの受入れ等が予算額

に比して増加することに伴い、当該事業に

要する経費を増額

平成16年10月 8 日
閣 議 決 定

32 都市再生プロ
ジェクト事業推
進費

204―00 空港整備事業費 2,780,350

33 社会資本整備事
業調整費

204―00 空港整備事業費 1,280,000
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